
I. は じ め に

東京農業大学では，「東京農業大学・東日本支援プ

ロジェクト」と題し，大学全体からメンバーを募り，

東日本大震災からの復興に向けた取組みを続けてき

た1)。プロジェクトの対象は福島県相馬市で，農業経

営や農地復元，森林復元，栄養改善など，専門ごとに

グループを作り復興に必要な課題の解決に取り組ん

だ。いくつかの研究については相馬市だけでなく近隣

の市町村でも実施され，また一部には現在も継続中の

研究もある。本報では同プロジェクトに関係して実施

された農業農村工学に関連する研究について報告す

る。

東京農業大学における農業農村工学分野での研究

は，①津波による農地への堆積物の分析，②海水が浸

入した水田における除塩，③農地・農村の復旧に有効

な 3 次元デジタル地図の取得，の 3 種類に大別され

る。次章以降，それぞれの成果を示す。

II. 津波による農地への堆積物の分析

地震直後に発生した津波による農地への堆積物の性

質を把握するために，2011 年 6 月に福島県南相馬市

の太平洋沿岸部に位置する真野川周辺の鹿島地区と新

田川周辺の渋佐地区において堆積物の採取を行った

（図-1）2)。それぞれの地区において，海岸線より距離

の異なる水田圃場（K-1〜3，S-1，2）を選定し，津波

堆積物の厚さや粒径，透水性などを測定した。

その結果，堆積物は海岸に近い場所で見られる砂状

堆積物とより遠い場所で見られる泥状堆積物に分類さ

れることを明らかにした（写真-1）。砂状堆積物は粒

径が 0.2mm 以上の粒子の割合が 90％を超え，乾燥

密度は約 1.7Mgm−3と大きい値を示すが，飽和透水

係数は10−4 cm s−1のオーダーであり，もとの水田土壌

よりも透水性がよかった。土粒子密度は 2.8Mgm−3

以上と大きく，この原因として金属・重金属などの重
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図-1 津波堆積物の調査地域

写真-1 堆積物のある水田の土壌断面

（上：砂状堆積物（K-1），下：泥状堆積物（S-2））



い元素が一般の土壌より多く含まれている可能性が示

唆された。一方，泥状堆積物は粒径が0.2mm以上の

粒子の割合が 30％程度であり，乾燥密度も 0.9

Mgm−3と小さかったが，飽和透水係数は 10−5〜10−6

cm s−1のオーダーとなり，もとの水田土壌とほぼ同様

であった。土粒子密度は2.2〜2.5Mgm−3と小さく，

有機物含有量を示す強熱減量も大きな値を取ったこと

から，泥状堆積物に海底に堆積している有機物または

海洋中の有機物が多く含まれていると判断された。こ

のため，泥状堆積物が多い地域では，乾燥後これらの

有機物の飛散による健康被害が危惧された（表-1）。

また，海岸からの距離の増加に従い，砂状堆積物の

堆積厚が線形的に減少し，反対に泥状堆積物の厚さが

増加していたことから，鹿島地区における堆積物厚さ

の分布を推定し，今後排除が必要となるこの地区全体

での堆積物の質量が約190,000 tであると推測した。

III. 海水が浸入した水田における除塩

沿岸部より距離があり，津波により海水のみが浸入

した水田では，土壌を除塩することで早期の復旧が可

能になると期待される。しかし，もともと水田土壌の

排水性は低い場合が多く，縦浸透法（リーチング）に

よる除塩の効果があがらない可能性がある。このよう

な排水性が低い水田土壌の排水改良の方法として，本

研究では大型機械による施工や新規の資材投入が不要

な「畝立て」に注目した。畝立てにより乾燥化を進め

透水性を改良することができれば降雨や灌漑水による

除塩効率があがると期待される。また畝立てにより，

塩害を受けた水田を汎用農地化し，耐塩性の作物を栽

培することができれば，畑作物の蒸散に伴う亀裂の発

生，団粒化による排水性の促進も期待され，さらに耐

塩性の作物を用いた除塩の可能性も見えてくる。耐塩

性作物の栽培には除塩までの期間の経済的なつなぎの

役割も期待されることから，本研究では海水のみが浸

入した水田における畝立てによる乾燥化と畑作物の栽

培を目標として現地での試験を行った。

調査対象地は福島県相馬市日下石地区（以下，「日下

石」という）および宮城県岩沼市中條地区（以下，「中

條」という）の2カ所の水田とした3)，4)。それぞれの水

田の海岸からの距離は 3,000 m（日下石），4,000 m

（中條）であり，現場での聞取りによると一時は10 cm

を超える冠水が見られたが，翌日には冠水はなくなっ

ていたとのことであった。これらの水田に対して排水

性を改良する目的で約20 cmの畝立てを行い，畝部と

畝間の土壌の水分張力を測定した。また日下石におい

て，塩害に強いトウモロコシやヒマワリの栽培を行っ

た（写真-2）。

土壌水分張力の測定からは，畝部で降雨後すぐに水

分張力が大きくなる傾向が見られ，畝部の乾燥化が促

進されていることが明らかになった（図-2）。また，

畝部表層の深さ 5，15 cm においては，ほかの場所よ

りも期間中の平均水分張力が上昇し，飽和状態になる

日数が減少した。排水路や揚水機場の損傷により地下

水位が高くなり半湿田状態であった日下石や，暗渠が

整備されておらず排水性が低かった中條の水田におい
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表-1 津波堆積物の含水比，密度，強熱減量

採取深さ＊

（m）

堆積物

/土壌

区分＊＊

含水比

（％）

乾燥密度

（Mg m−3）

土粒子密度

（Mg m−3）

強熱

減量

（％）

鹿島

K-1

0〜0.05 Sandy 10.0 1.59 2.95 2.1

0.10〜0.15 Sandy 13.0 1.69 2.93 0.7

0.20〜0.25 Sandy 13.9 1.66 3.03 0.9

0.30〜0.35 Paddy 26.3 1.24 2.61 9.8

K-2

0〜0.05 Sandy 3.6 1.35 3.01 1.5

0.10〜0.15 Paddy 27.3 1.21 2.55 11.0

0.20〜0.25 Paddy 24.6 1.36 2.61 8.5

K-3

0〜0.05 Muddy 24.6 0.87 2.24 25.6

0.05〜0.10 Paddy 25.8 0.97 2.51 12.1

0.20〜0.25 Paddy 27.5 1.12 2.59 12.2

渋佐

S-1

0〜0.05 Sandy 7.7 1.28 2.79 3.6

0.10〜0.15 Paddy 31.5 1.15 2.49 13.0

0.20〜0.25 Paddy 26.4 1.28 2.45 13.9

0.30〜0.35 Paddy 13.7 0.99 2.70 17.0

S-2

0〜0.05 Muddy 13.7 0.90 2.56 19.6

0.05〜0.10 Sandy 23.4 1.14 2.65 6.7

0.20〜0.25 Paddy 17.0 1.03 2.59 11.1

＊堆積物の表面からの深さ，＊＊ Sandy：砂状堆積物，Muddy：泥状堆積

物，Paddy：震災前の水田土壌

写真-2 畝立てした水田の栽培試験（日下石）

（上：畝立て後の播種の様子（2011 年 7 月），下：

生長したトウモロコシとヒマワリ（2011 年 10 月））



ても畑作が可能になることが示された（図-3）。

一方，地下水中の塩分濃度は日下石においては時間

とともに低下し，2011 年 10 月には 0.1％以下と稲作

栽培可能な限界値以下になっていることが確認された

が，中條では震災から 7カ月以上経過した 10 月の中

旬以降も 0.2％前後と，7 月とほぼ変わらないレベル

で推移した。日下石ではリーチングによる土壌の除塩

が進み，高濃度の地下水が下流に移動するとともに，

降雨や上流からのより塩分濃度の低い地下水により希

釈されたと考えられる。それに対し，中條では地区全

体としての排水能力も低いためリーチングされた塩分

の逃げ場がなく，地下水中の塩分濃度が変化しなかっ

たと考えられる。このような地区では，乾燥化や作物

栽培の際に塩分濃度の高い地下水が上方移動する可能

性があり，無計画な畑作が塩害を促進する危険性も示

唆された。

IV. 農地・農村の復旧に有効な 3次元デジタ

ル地図の取得

被災地の復旧・復興計画を策定する上では，災害前

後の建造物を含めた地形図を取得することは非常に重

要であり，特に3次元のデジタルデータとして情報が

得られれば，その利用価値は高まると考えられる。本

研究では，全地球衛星測位システム（GNSS）およびデ

ジタルカメラ，3次元レーザー計測機によって，道路

および周辺の連続映像と3次元座標データを計測する

車両搭載型レーザー計測装置 Mobile Mapping

System（MMS：写真-3）を活用して，被災地の3次

元デジタル地図を取得する際の技術的な課題の洗出し

と，得られた地形図（3次元基盤地図）の活用法につい

て検討することとした。

NTT 空間情報株式会社と共同し，MMS により取

得されたデータ（図-4）を解析したところ，沿岸部で

は深刻な地盤沈下（20〜70 cm）や平面移動（2.6〜7.5

m）が発生していることが明らかになった。このよう

な地形の変化を把握できることにより，復旧時の用排

水路計画などがより効率的に進むと考えられる。ま

た，今後住民参加型の地域づくりを進める際などに

も，地元住民を中心としたワークショップでは可視化

されたデータが迅速かつ合理的な合意形成の一助にな

ると考えられる。さらに将来的には，農地の設計や施
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図-3 畝立てによる栽培期間中の土壌水分張力と湛水期間の変化（日下石）

図-2 畝立てによる土壌水分張力の変化（中條）

写真-3 走行中のMMS車両



工のみならず，復興後の農地管理や収穫予測などをは

じめ地域コミュニティ形成や避難ルート設計など，地

域づくりのプラットホーム情報として活用されること

も期待される。このような観点から岩沼市の農政課を

はじめ総務課，建設土木課など幅広い部署とのディス

カッションにおいて高い評価を得ることができた。

一方，人工構造物が少ない農村部においては，景色

の色合いが乏しいため地物の明瞭な区別がしにくいこ

とや，津波による堆積物，雑草などによって点群から

水路が確認できないこと，震災により道路の破損があ

ると測定地点が限定されることなどが今後検討すべき

課題として挙げられた。

V. お わ り に

今回紹介した東京農業大学における研究は，初期の

被害状況の確認，初期の復旧・復興対策，復興計画策

定のための情報収集，といった復興の際の異なるス

テップに対応している。東日本大震災に関しては，初

期の復旧・復興がすでに多くの地域で完了しており，

今回得られた知見を将来生じる震災後の復興や防災に

役立てられるようにまとめ直す必要がある。さらに，

復興計画に関連する技術については，現場との意見交

換を続けて，より使いやすく効率の高い技術となるよ

うに研究を進めなければならない。

なお本調査研究のうち，津波堆積物や水田土壌の除

塩に関する研究は，故駒村正治東京農業大学名誉教授

が中心となって進めてきたものである。また宮城県岩

沼市の除塩に関する研究に関しては，「岩沼市震災復

興会議」の活動の一環として実施したものである。こ

こに，記して深謝する。
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図-4 画像化された 3次元座標データ


